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IFRS及びIASの解説連 載

本稿では、国際財務報告基準（以

下「IFRS」という。）のうち、国際財

務報告基準第７号（以下「IFRS第

７号」という。）を解説する。IFRSで

は金融商品に関する基準として、測

定と認識を扱う国際会計基準第39号

（以下「IAS第39号」という。）、表

示を扱うIAS第32号と、開示につい

て規定しているIFRS第７号がある。

IFRS第７号の特徴は、金融商品に

関する包括的な開示規定であり、か

つ、金融商品から生じるリスクの定

量的開示がすべての業種のすべての

企業のすべてのリスクに対して要求

される点にある。

金融商品の開示は、企業の財政状

態や経営成績を知る上で重要な項目

の１つであるが、最近の金融危機に

関連して最も注目を集めている開示

項目の１つでもある。以下では開示

規定の解説のほか、日本基準との比

較も試みている。また、金融市場の

混乱に伴い行われた最近のIFRS第７

号に関する改訂及び改訂案、並びに

公正価値に関する最近の議論につい

ても概説している。なお、本文中の

意見にわたる部分は筆者の私見であ

ることをあらかじめお断りする。

IFRS第７号は2005年に公表され、

2007年１月１日以降開始する会計年

度より強制適用されている基準であ

る。IFRS第７号はすべての企業の

すべての金融商品（以下の４つの金

融商品を除く）から生じるすべての

リスクに対して適用される開示規定

である。IFRS第７号が適用されない

のは、�IAS第27号、第28号又は第

31号に従って会計処理されている子

会社、関連会社及びジョイント・ベ

ンチャーに対する持分、�IAS第19

号に基づく従業員給付制度に係る雇

用者の権利及び義務、�IFRS第４号

に定義される保険契約ⅰ、及び�

IFRS第２号が適用される株式報酬

契約における金融商品、契約及び義

務である（IFRS第７号３項）。

IFRS第７号が公表される以前は、

IAS第32号において金融商品の表示

と開示が規定され、銀行については

別途IAS第30号に金融商品に関する

開示が規定されていた。IFRS第７号

の導入により、すべての企業におけ

るすべての金融商品から生じるすべ

てのリスクがその開示対象となるが、

開示の程度は、企業がどの程度幅広

く金融商品を利用し、又はそのリス

クにさらされているかにより異なっ

てくる。なお、金融商品の認識と測

定についてはIAS第39号に規定され

ているが、例えばローン・コミット

メントといった、IAS第39号の適用

対象外の金融商品であり、財政状態

計算書ⅱ上で認識されない商品であっ

ても、金融商品であればIFRS第７号

の適用対象となる。

次頁の図表１は、IFRS第７号の

全体像を示すものである。

IFRS第７号の目的は、財政状態

と経営成績に対する金融商品の重要

性と、金融商品から生じるリスクの

性質と程度に関して、財務諸表利用

者が評価できるような開示を提供す

ることにあるとされている。財政状

態と経営成績に対する金融商品の重

要性は、財政状態計算書と包括利益

計算書ⅲごとに、後述するような開

示規定を設けている。また、その他

の開示として、会計方針、ヘッジ会

会計・監査ジャーナル No.645 APR. 200938

はじめに1

IFRS第７号の背景と

主要な特徴
2

公認会計士 大
おお

川
かわ

圭
たま

美
み

第10回
IFRS第７号「金融商品：開示」



会計

����������������������������������������������������

計、公正価値に関する開示が要求さ

れている。金融商品から生じるリス

クの性質と程度に関する開示として

は、定性的開示と定量的開示の双方

が要求されている。

IFRS第７号では、金融商品の種

類ごとの開示が求められる場合、種

類の構成内容に関する特別な指針を

設けておらず、種類分けの方法は企

業の決定に委ねられている。よって、

各企業は、その金融商品の性質を考

慮し、開示情報として適切でかつ財

政状態計算書上の科目との調整が可

能な種類を決定する必要がある（

IFRS第７号６項）。ただし、種類分

けに際しては、公正価値で測定され

るものと、償却原価で測定されるも

のとは区分しなければならない

（IFRS第７号AppendixB2）。

具体的な開示規定について、以下

で説明する。

� 財政状態及び経営成績に対する

金融商品の重要性

金融商品の重要性については、財

政状態計算書、包括利益計算書、そ

の他に規定される開示内容に従って

開示されることになる。

財政状態計算書開示

IAS第39号では、金融資産を４つ

のカテゴリーに、金融負債を２つの

カテゴリーに区分することを要求し

ている（それぞれのカテゴリーの種

類と定義については、図表２と図表

３を参照のこと）。

これらのカテゴリーに関連して以

下の開示が要求されている。

① カテゴリー別の帳簿価額

② 公正価値の変動を損益認識する

（以下「FVTPL」という。）と指

定された貸付金や債権に関しては、

以下の追加開示が要求されている

（IFRS第７号９項、11項）。

� 信用リスクの最大エクスポー

ジャー。

� 信用リスクの最大エクスポー

ジャーの軽減に関連するクレジッ

ト・デリバティブ等の金額。

� 公正価値の変動差額のうち、

信用リスクに起因する公正価値

の変動額並びに計算方法。

� 対応するクレジット・デリバ

ティブ等の公正価値変動額。

③ FVTPLと指定された金融負債

に関しては、以下の開示が要求さ

れている（IFRS第７号10項、11

項）。

� 信用リスクに起因する公正価

値の変動額並びに計算方法。

� 帳簿価額（公正価値）と満期

時の要支払額との差額。

④ 公正価値から償却原価へ、又は

その逆に、カテゴリーの区分変更

を行った場合には各カテゴリーか

ら区分変更された金額又は区分変

更されて受け入れられた金額並び

にその理由（IFRS第７号12項）。

IAS第39号では、金融資産及び

負債はいずれのカテゴリーに分類

されるかで評価方法が異なる。そ

こで、各カテゴリー別の帳簿価額

（貸借対照表額）を開示させる

（①の開示）とともに、区分変更

を行う場合には、その理由に加え

て、区分変更により各カテゴリー

に区分変更された金額及び受け入

れられた金額を開示することで財

務諸表利用者に、より有用な情報

を提供できると考えられている。

また、FVTPL区分の貸付金や

債権、並びに金融負債については、

追加開示が要求されている（上記
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②及び③）。公正価値オプション

を適用した貸出金や債権について

は、信用リスクの最大エクスポー

ジャーのほか、実質的なヘッジ関

係となるクレジット・デリバティ

ブ等との関係が、財務諸表利用者

に有用な情報として開示が要求さ

れている。公正価値オプションを

適用した金融負債の公正価値変動

には、自身の信用リスクの悪化に

より収益が、逆に信用リスクの改

善により損失が認識されるために、

信用リスクに起因する公正価値変

動額は、財務諸表利用者にとって

有用であるため開示が求められる。

このような信用リスクに起因する

公正価値差額の開示は、金融資産

にも要求されている。また、FVTPL

区分の金融負債の帳簿価額（この

場合は公正価値）と満期時の要支

払額との差額の開示は、信用リス

クが増大している企業では、公正

価値と要支払額との乖離が大きい

ことから、この情報の開示も、財

務諸表利用者に資するものとして

要求されている。

さらに、以下の開示も要求されて

いる。

⑤ 認識の中止の要件を満たさな

いⅳ金融資産の譲渡に関する情報

（IFRS第７号13項）。譲渡の要件

を満たしていない場合、あるいは

譲渡したものの、継続的関与の範

囲内で認識し続けなければならな

い場合には、金融資産の種類（ク

ラス）ごとに、�資産の性質、�

企業が引き続きさらされているリ

スクと経済的価値の性質、�企業

がすべての資産を認識し続ける場

合、資産及び関連する負債の帳簿

価額、�継続的関与の範囲で資産

を認識し続ける場合、オリジナル

資産の帳簿価額総額、認識し続け

ている資産の金額及び関連する負

債の帳簿価額、の開示が必要であ

る。このような開示は、財務諸表

利用者が引き続き負うことになる

リスクの重要性を評価する際の一

助となると考えられている（IFRS

第７号BC24）。

⑥ 差入担保及び受入担保に関する

情報として、�差入担保資産の帳

簿価額と関連する契約条項

（IASF７号14項）、�受入担保資

産のうち、取引相手が債務不履行

にならなくても売却あるいは再担

保に供することができる場合には、

�受入担保資産の公正価値、ⅱ�売

却又は再担保に供された担保資産

の公正価値及び返還義務の有無、

ⅲ�担保の使用に関する契約条項

（IFER７号15項）を開示する。

⑦ 金融資産の種類ごとの貸倒引当

金の増減明細（IFRS第７号16項）。

増減明細の内容についての規定は

ないので、企業にとって最も適切

な開示を行う必要がある（IFRS第

７号BC26）。この際、直接減額し

たものに対する類似の開示は要求

されていない（IFRS第７号BC27）。

⑧ その価値が相互に依存する複数

のデリバティブが組み込まれた負

債と資本の両方の性質を有する商

品（例えば、コーラブル転換社債

のコールオプションの公正価値は

金利と株価の両方に左右される）

については、その特徴を開示しな

ければならない（IFRS第７号17項）。

⑨ 借入金の債務不履行に関する情

報（IFRS第７号18項）。
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図表３：金融負債のカテゴリー

カテゴリー 定義 測定
公正価値

評価差額

FVTPL区分

の金融負債
� トレーディング目的の金融負債

� デリバティブ。ただしヘッジとして会計

処理しているものを除く

� 当初認識時に公正価値オプションに基づ

き、このカテゴリーに指定された金融負債

公正価値 損益

それ以外の

金融負債

上記以外のすべての金融負債 償却原価 該当なし

図表２：金融資産のカテゴリー

カテゴリー 定義 測定
公正価値

評価差額

FVTPL区分

の金融資産
� トレーディング目的金融資産

� デリバティブ。ただし、ヘッジとして会

計処理しているものを除く

� 当初認識時に公正価値オプションに基づ

きこのカテゴリーに指定された金融資産

公正価値 損益

貸付金及び

債権

支払額が固定又は決定できる、デリバティブ

ではない金融資産で、活発な市場で値がつけ

られていないもの

償却原価 該当なし

満期保有目

的投資

企業が満期まで保有する積極的な意図と能力

を有している、支払額が固定又は決定できる、

デリバティブではない金融資産

償却原価 該当なし

売却可能金

融資産
� 上記のいずれにも分類されない金融資産

� 当初認識時に、この分類項目として指定

された金融資産

公正価値 その他の

包括利益
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包括利益計算書の開示

包括利益計算書における金融商品

の重要性に関する情報を提供するた

めに、以下の開示が要求されている

（IFRS第７号20項）。なお、以下の

開示は、包括利益計算書上に表示す

ることも、又は注記項目とすること

もいずれも選択可能である。

① 金融資産及び金融負債のカテゴ

リーごとの純損益。IAS第39号で

はカテゴリーごとに測定方法が異

なるため、金融商品の財務業績を

財務諸表利用者が理解する上でこ

れらの開示が必要であると考えら

れている（IFRS第７号BC33）。な

お、公正価値の変動損益に受取利

息や支払利息を含める企業もあれ

ば含めない企業もあるため、利息

等が含まれているか否かの開示は

有効であるとされている（IFRS第

７号BC34）。

② FVTPL区分以外の金融資産及

び金融負債の受取利息総額及び支

払利息総額

③ FVTPL区分以外の金融資産及

び金融負債から生じる受取手数料

及び支払手数料、並びに、信託や

その他の受託活動から生じる受取

手数料及び支払手数料

④ 減損した金融資産から生じる償

却額（受取利息）ⅴ

⑤ 金融資産の種類ごとの減損損失

の金額

その他の開示

その他の開示として、金融商品に

関する会計方針のほか、ヘッジ会計

に関連する開示、並びに公正価値に

関する開示が要求されている。

① IAS第１号に規定される会計方

針のほか、財務諸表作成のために

用いられる測定基準、並びに財務

諸表の理解に資するその他の会計

方針も開示しなければならない

（IFRS第７号21項）。IFRS第７号

のAppendixBには以下の開示内容

が例示されている（IFRS第７号B

５）。

� FVTPLに指定した金融資産及

び金融負債の性質、FVTPLの指

定基準、公正価値オプションの

適用によりFVTPLに指定した

場合には、要件をどのように満

たしているのかの説明ⅵ。

� 売却可能投資の指定基準。

� 約定日基準又は受渡日基準の

いずれを採用しているか。

� 貸倒引当金勘定を使用するの

か、直接減額するのか、その基準。

� 各カテゴリーの金融商品にお

ける純損益に何が含まれるのか。

例えば、FVTPL区分の商品にお

いて、受取利息や受取配当金を

含めるのかなど。

� 減損が生じているという客観

的な証拠の有無を判定する基準。

� 条件緩和金融資産の会計方針。

② ヘッジ会計について、ヘッジの

種類、ヘッジ手段として指定され

ている金融商品及びリスクの性質

（IFRS第７号22項）のほか、ヘッ

ジの種類（キャッシュフロー・ヘッ

ジか公正価値ヘッジか、又は在外

事業体の純投資ヘッジか）により

開示項目が規定されている。

ａ．キャッシュフロー・ヘッジ：

キャッシュフローの変動をヘッ

ジすることを目的としたヘッジ

関係であり、ヘッジ手段の評価

差額のうち有効部分をその他の

包括利益に計上する。以下を開

示しなければならない（IFRS

第７号23項、24項）。

� ヘッジ対象キャッシュフロー

が生じると予想される時期。

� 予定取引の発生が最早見込

まれない場合にはその旨。

� その他の包括利益に計上さ

れた金額。

� その他の包括利益から損益

に振り替えられた金額。

� その他の包括利益から振り

替えられ、非金融資産の取得

原価に含められた金額。

� 損益として認識されるヘッ

ジの非有効部分。

ｂ．公正価値ヘッジ：公正価値の

変動をヘッジすることを目的と

したヘッジ関係であり、ヘッジ

対象を公正価値評価し、評価差

額を損益計上する。以下を区分

して開示しなければならない

（IFRS第７号24項）。

� ヘッジ手段から生じた損益。

� ヘッジ対象から生じた損益。

ｃ．在外事業体の純投資ヘッジ。

以下を区分して開示しなければ

ならない（IFRS第７号24項）。

� 損益として認識される非有

効部分。

③ 公正価値に関して、以下の開示

が要求されている。

ａ．金融資産及び金融負債の種類

ごとに、帳簿価額との比較が可

能となるように公正価値を開示

（IFRS第７号25項）する。

ｂ．種類ごとの公正価値を決定す

るための評価方法及び／又は評

価技法に関して以下の開示（IFRS

第７号27項）が必要。

� どのように公正価値が決定

されるか。例えば、公表市場

価格を直接参照するか、又は

評価技法を用いて見積もられ

るか。

� 評価技法に使用されるイン

プットが観察可能な市場デー
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タではない場合にはその旨。

データを変更することで公正

価値が著しく変わる場合には

その旨と変動額及び公正価値

変動総額のうち損益計上額。

ｃ．取引日利益に関する会計方針

と未認識総額、並びに増減明細

（IFRS第７号28項）。評価技法

に観察不能なインプットを用い

ている場合には、取引日の評価

技法に基づく公正価値と取引価

額との差額の「取引日利益」は

損益認識してはならない（IAS第

39号AG76A）。このような場合、

繰り延べられた取引日利益のそ

の後の会計処理方法、並びに期

首と期末の繰延取引日利益の増

減を開示しなければならない。

ｄ．公正価値を算定できない特定

の持分商品等に関しては、信頼

性をもって公正価値を測定でき

ない事実、その理由、商品等の

内容の開示が要求される（IFRS

第７号30項）。

� 金融商品のリスクの性質と程度

IFRS第７号では、企業がさらさ

れる金融商品から生じるリスク及び

リスクを特定・測定し管理する方法

についても、財務諸表利用者は評価

の対象とすることを前提として、金

融商品のリスクの性質と程度につい

ての開示を要求している。IFRS第

７号でのリスク開示は、以下の２つ

の目的のバランスを取ることを意図

している（IFRS第７号BC40）。

� 企業がさらされることになるリ

スクに関して比較可能な情報を利

用者が受領できるようにすべての

企業に首尾一貫した規定を適用す

る。

� どの程度開示するかについては、

企業の金融商品の使用の程度及び

それに関連して負うことになるリ

スクの範囲に依存するものである。

これらの２つの目的をバランスさ

せるために、IFRS第７号では必須

開示項目を特定している。さらに、

より高度なリスク管理体制を敷いて

いる企業はより詳細な情報を提供す

ることもできるとしている（IFRS第

７号BC42）。なお、IFRS第７号で想

定している金融商品から生じるリス

クとその定義については、図表４に

まとめている。

IFRS第７号では、すべての企業

に対してリスクの定性的開示と定量

的開示を要求している。

定性的開示

すべての企業は金融商品から生じ

るリスクの種類ごとに以下を開示し

なければならない（IFRS第７号33

項）。

� どの程度のリスクにさらされて

いるのか、どのようにリスクが生

じているのか。

� 企業のリスク管理の目標、方針、

プロセス。

� リスクを測定するために用いら

れる方法。

� 前期からの変更がある場合には、

その変更理由。

定量的開示

定量的開示は、金融商品から生じ

るリスクの種類ごとに開示が要求さ

れる。原則として主要経営者に提供

されるリスク・エクスポージャーに

関する定量的データを開示すること

が求められているが、主要経営者に

内部データの提供がない場合でも、

財務諸表利用者の比較可能性確保の

ために下記に記載する必須開示項目

の開示が要求される（IFRS第７号34

項）。

なお、リスクの開示箇所について

は、リスクは主観的で将来に関する

ものであり、経営者の判断に基づく

ものであるため、財務諸表注記とす

べきではなく、かつ監査対象として

も監査が難しいものであり、米国で

は財務諸表注記ではなく、MD&Aと

呼ばれる経営者による説明セクショ

ンで開示されていることから、これ

らを財務諸表注記とすることに対し

ては多くの反対意見が寄せられた。

しかし、IASBはリスク情報を財務

諸表注記の一部とすることを決定し

た。これは、リスク情報は財務諸表

利用者にとって有用であり、金融商

品のリスク情報の開示を行わない財

務諸表は不完全なもので、財務諸表

利用者に誤解を与える原因になると

判断したためである（IFRS第７号B
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図表４：リスクの種類

リスクの種類 定義（IFRS７号 AppendixA）

信用リスク 契約相手の債務不履行により損失を生じるリスク

流動性リスク 金融負債に関連した債務を履行する際に困難に直面する

リスク

市場リスク 市場価格の変動により、金融商品の公正価値又はキャッ

シュフローが変動するリスク

為替リスク 金融商品の公正価値又は将来キャッシュフローが為替レー

トの変化によって変動するリスク

金利リスク 金融商品の公正価値又は将来キャッシュフローが市場金

利の変動により変動するリスク

その他の価格リスク 市場価格（金利リスク又は為替リスク以外）により金融

商品の公正価値又は将来キャッシュフローが変動するリ

スク
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C45）。

① 信用リスクに関しては、金融商

品の種類ごとに以下を開示しなけ

ればならない（IFRS第７号36項、

37項）。

� 報告日現在の信用リスクに対

する最大エクスポージャーを最

もよく表す金額（担保その他の

信用補強を考慮してはならない）。

信用リスクを発生させる活動及

び信用リスクに対して関連する

最大エクスポージャーとして、

以下のものが例示されている

（IFRS第７号B10）。

ａ．貸付の実行・預金の預入れ：

当該金融資産の帳簿価額

ｂ．デリバティブ契約の締結：

公正価値額

ｃ．金融保証の付与：履行請求

された場合に支払わなければ

ならない最大額

ｄ．取消不能なローン・コミッ

トメントの提供：コミットメ

ント金額（現金又は他の金融商

品で純額決済できない場合ⅶ）

信用リスクに対する最大エ

クスポージャーを最もよく表

す金額は、金融資産について

は、IAS32号に準拠して相殺

可能な金額を控除した後の帳

簿価額からIAS第39号に準拠

して減損損失を控除した後の

帳簿価額（IFRS第７号B９）

とされている。

� 上記に関連する担保又はその

他の信用補強の内容。

� 期限の経過していない、減損

もしていない金融資産の信用の

質。

� 条件変更された金融資産の帳

簿価額。

� 延滞した、又は減損した金融

資産の分析（IFRS第７号37項）。

ａ．報告日現在、延滞している

が減損していないと判断され

た金融資産の年齢分析は金融

資産の種類ごとに開示しなけ

ればならない。

ｂ．報告日現在、減損している

と個別に判定された金融資産

の分析は、そのときに企業が

考慮した要因を含めて、金融

資産の種類ごとに開示しなけ

ればならない。

ｃ．企業は延滞している又は減

損した金融資産の種類ごとに

保有している担保又は信用補

完を開示する。実務上可能で

あれば公正価値も開示する。

� 取得した担保又は信用補強

（IFRS第７号38項）。

ａ．担保又は信用補完契約に基

づいて取得した金融資産又は

非金融資産の性質及び帳簿価

額。

ｂ．そのような資産を容易に現

金化できない場合には、資産

利用又は資産処分の方針を開

示。

② 流動性リスクについては、金融

負債の契約上の満期までの期間を

示す満期分析のほか、流動性リス

クの管理方法も開示しなければな

らない（IFRS第７号39項）。なお、

IFRS第７号では分析期間を特定

していないので、企業が適切な期

間を決定することが必要になって

くる。IFRS第７号の例示では�

１か月以内、�１か月超～３か月

以内、�３か月超～１年以内、�

１年超～５年以内という期間分け

が示されている（IFRS第７号B11）。

また、満期分析で記載される金額

は契約上の割引前キャッシュフロー

とされている（IFRS第７号 B14）

ため、財政状態計算書上の金額と

は異なることになる。なお、Ap-

pendixBに留意事項がまとめられ

ており、参照することが望ましい。

③ 市場リスクとして、リスクの種

類ごとに、必須開示項目が規定さ

れている（IFRS第７号40項、42

項）。

� 市場リスクの種類ごとに感応

度分析を開示しなければならな

い。感応度分析には純利益及び

資本（Equity）への影響が記載

されなければならない。なお、

感応度分析で要求されるのは、

報告日に存在し得るリスク・エ

クスポージャーに関連するリス

ク変数を当てはめた場合、純利

益及び資本にどのような影響が

出るかを示すものであり、期間

損益がどのようなものであった

かを算定することを求めるもの

ではない。

� 感応度分析に用いられた方法

及び仮定。

� 前期から方法及び仮定に変更

がある場合にはその理由。

� 感応度分析が金融商品のリス

クを表していないと考える場合

には、その事実と理由。これは

感応度分析ではたった１つの数

値の変化を表すのみであり、限

界があるため、必要に応じて追

加開示を求めるものである。

④ なお、企業（例えば銀行）がリ

スク管理目的に相関関係を反映し

た感応度分析（例えば、VaRⅷ）を

利用している場合には、上記の必

須開示項目に代えて、当該数値を

開示することが容認されている。

この場合、分析の方法及び仮定の

説明のほか、分析の目的やその限
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界も開示することが要求されてい

る（IFRS第７号41項）。

⑤ リスクの集中（IFRS第７号34項）。

金融商品の公正価値の開示が特定

の金融資産にのみ要求されているこ

とは、日本基準とIFRSとの同等性

評価で相違点としてEUに指摘され

ていることの１つであった。このた

め、コンバージェンスの一環、及び、

公正価値情報に対するニーズの拡大

を踏まえ、投資家に対して有用な情

報を提供することを目的として、

2008年３月に企業会計基準第10号

「金融商品に関する会計基準」が改

訂され、同時に企業会計基準適用指

針第19号「金融商品の時価等の開示

に関する適用指針」が公表された。

この改訂により、公正価値の開示が

現行の有価証券と一部のデリバティ

ブから、すべての金融商品へと拡大

され、かつ、財務諸表注記として、

金融商品から生じるリスクの開示が

要求されることになる。日本基準の

開示規定は2010年３月31日以降終了

する会計年度の年度末財務諸表から

適用され、市場リスクの定量的分析

の開示は１年遅れて、2011年３月31

日以降終了する会計年度の年度末財

務諸表から強制適用される。早期適

用も可能である。

ただし、IFRS第７号とは異なり、

金融商品から生じるリスクが重要で

ある企業（例えば、銀行、証券会社、

ノンバンク等）には、金融商品から

生じる市場リスクの定量的開示が要

求されるが、その他については、市

場リスクの定量的開示は免除されて

いる。また、日本基準では市場リス

ク以外のリスクの定量的開示につい

て、適用指針第19号では規定されて

いない。信用リスクについては、IFRS

第７号で開示を要求される項目のう

ち、いくつかは既に開示項目として

何らかの開示はされていると考えら

れる。また、流動性リスクについて

は、借入金や社債については満期分

析はなされている。ただし、いずれ

もIFRS第７号で要求される開示対

象や内容が多いため、IFRSを適用

する場合には、追加的な情報収集が

不可欠であると思われる。

金融商品の開示において、公正価

値は重要な意味を持っている。公正

価値の概念に日本基準とIFRS上の

差異はあるのだろうか。IFRSでは

「公正価値」に関する包括的な規定

はないが、金融商品については「公

正価値とは、独立第三者間取引にお

いて、取引の知識のある自発的な当

事者の間で、資産が交換されうる又

は負債が決済されうる金額をいう

（IAS第39号９項）」と定義されてい

る。市場参加者の視点が必要とされ

ており、保有している資産にはビッ

ド（買呼値）を、発行済の自債には

アスク（売呼値）を使うべきである

ことを明記している（IAS第39号AG

72）。日本基準では公正価値ⅸとは、

「公正な評価額であり、取引を実行

するために必要な知識を持つ自発的

な独立第三者の当事者が取引を行う

と想定した場合の取引価格である

（実務指針第47項）」とされており、

出口価格も入口価格も容認している

（実務指針第48項）。日本基準でも

IFRSでも、金融商品については市場

価格を第１とし、ない場合には評価

技法で見積もることとするというヒ

エラルキーは有している。ただし、

IFRSでは取引価格が最善の公正価

値であるため、評価技法に市場で観

察可能ではないインプットが使用さ

れている場合には、取引日利益の認

識を認めないのに対して（IAS第39

号AG76A）、日本基準には特に規定

がないため、取引日利益も認識され

ているものと考えられる。

IAS第39号では公正価値を期末日

（測定日）における価格とし、日本

基準で容認されているような期末を

含む一定期間の平均値（金融商品会

計基準注解７）は公正価値としては

認めていない。

さらに、金融商品は公正価値の算

定が可能という前提があり、市場価

格のない株式についても、合理的に

測定可能である限り、公正価値で評

価することが要求される。日本基準

では、2008年３月に改定された適用

指針19号で、市場価格がない場合に

は、時価を把握することが極めて困

難と認められる金融商品に該当する

ものとしており（適用指針19号第39

項、実務指針63項但書）、公正価値

の開示もしないことになる。よって、

特定の企業で非上場株式の公正価値

を合理的に算定できる場合でも、日

本基準上は公正価値の開示はなされ

ないものと考えられる。

米国発の金融危機に関連して、

IFRS第７号の改訂及び改訂案の公

表が続いている。以下には2009年１

月31日現在で公表済みの改訂及び改

訂案とその概略を記載している。

① 2008年11月にEUの要請により

正式なデュープロセスを踏むこと

なく、トレーディングに区分する

デリバティブ以外の金融資産及び

売却可能金融資産の区分変更を容

認するIAS第39号の改訂が行われ
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5



会計

����������������������������������������������������

たⅹ。同時にIFRS第７号も改訂さ

れ、トレーディング又は売却可能

金融資産から他の区分へ区分変更

したものについては、以下の追加

開示が要求されることとなった。

これらの開示により、区分変更を

行った企業と行わなかった企業を

財務諸表利用者が比較できるよう

に、変更を行った企業については、

変更していなかったと仮定した場

合の影響額の開示や、変更を行っ

た結果生じた影響を開示すること

を求めている（改訂IFRS第７号

12A項）。

� 各カテゴリーから区分変更され

た金額又は区分変更されて受け入

れられた金額。

� 区分変更した金融資産の認識が

中止されるまでの各報告期間にお

ける、当期及び前期以前に区分変

更されたすべての金融資産の帳簿

価額と公正価値。

� まれな状況により区分変更され

た場合、事情がまれであることを

示す事実と状況。

� 区分変更された期とそれ以前の

期における損益又はその他包括利

益に計上された金融資産に係る公

正価値損益。

� 当期及び将来の期間にわたって、

もし当該金融商品が区分変更され

ていなかった場合、損益又はその

他の包括利益で認識されていたで

あろう公正価値損益、及び実際に

損益計上された金額。

� 金融資産の区分変更を行った日

における実効利子率と企業が回収

すると予測する見積将来キャッシュ

フロー。

② 2008年10月にIFRS第７号の改

訂公開草案「金融商品の開示の改

善」が公表された�。これは、米

国発の金融危機の状況において、

企業の金融商品に関する開示の透

明性の確保及びこれらの金融商品

が企業の財政状態、経営成績及び

キャッシュフローに及ぼす影響の

重要性への関心が高まってきてい

ることを受けて公表されたもので

ある。改訂案は、公正価値による

測定の開示の強化のほか、流動性

リスクに関する開示の改善を図る

ことを目的としている。

� 公正価値による測定の開示

公正価値を測定する際に用いられ

たデータの重要性を反映するように、

公正価値ヒエラルキーを用いた開示

を行うことが提案されている。この

公正価値ヒエラルキーは、米国の

FASB基準書第157号「公正価値によ

る測定」で規定されているヒエラル

キーと整合した内容になっている。

公正価値ヒエラルキーについては、

図表５参照。

改訂案では金融商品の種類ごとに、

財政状態計算書上の公正価値が全体

として公正価値ヒエラルキーのどの

レベルに相当するかを原則として表

形式で開示することを提案している。

また、公正価値ヒエラルキーのレベ

ルに変更がある場合には、その理由

を開示することも提案している。そ

の他評価技法を変更した場合にはそ

の理由についても開示が求められる。

FASB基準書第157号とは異なり、財

政状態計算書上、公正価値では測定

されていない金融商品についても、

その公正価値をレベルごとに開示す

ることが提案されている。

公正価値ヒエラルキーのレベル３

に分類される商品について、開示が

追加されていることはFASB基準書

第157号と同様である。金融商品の

種類ごとに増減明細と、以下の項目

に関する期中変動を開示しなければ

ならない。

� 実現したか未実現であるかにか

かわらず、損益として認識された

利益又は損失の合計額、及びそれ

らの包括利益計算書における表示

箇所。

� その他包括利益計算書に含まれ

ている利益及び損失の合計額。

� 購入、売却、発行及び決済額

（純額）。

� レベル３への、又はレベル３か

らの振替え。

さらに、レベル３に分類されてい

る金融商品の種類ごとに、該当する

報告期間末現在で保有している資産

及び負債に関連して純利益に含まれ

る未実現損益の合計額、及びそれら

の包括利益計算書における表示箇所

についても開示することを提案して

いる。

また、FASB基準書第157号では要

求されていないが、公正価値による

測定に使用されている１つ又は複数

のインプット・データを合理的な別

の仮定に変更した場合に、公正価値

による測定に重要な影響を及ぼすも

のについて、金融商品ごとにその影
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図表５ 公正価値ヒエラルキー

レベル 公正価値

レベル１ 活発な市場における同一の商品の市場価格を用いて測定された公正価値

レベル２ 活発な市場における類似の商品の市場価格を用いて測定された公正価

値、又は評価技法を用いて測定された公正価値のうちすべての重要な

インプットが観察可能な市場データに基づいているもの

レベル３ 評価技法を用いて測定された公正価値のうち、重要なインプットが観

察可能な市場データに基づいていないもの
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響を開示することが提案されている。

� 流動性リスクの開示

流動性リスクの開示に関しては現

在のところその開示が実務上統一さ

れていないことに対処するために明

確化されたものである。開示対象と

して、現金又は他の金融資産の流出

につながる金融負債についてのみ流

動性リスクを開示するという改訂が

提案されている。デリバティブ負債

については、満期分析はその流動性

リスクの管理方法に基づいた開示を

行うことを提案している。非デリバ

ティブ金融負債については、残存契

約期間に基づく満期分析の開示を継

続することを提案しているが、企業

が予想満期日に基づいて非デリバティ

ブ金融負債の流動性リスクを管理し

ている場合には、契約満期日に加え

て予想残存期間も開示することを提

案している。

流動性リスクの管理方法として、

満期分析における見積りの決定方法

に関する開示を追加することが提案

されている。満期分析に含まれる見

積キャッシュフローが、満期分析に

おける時期よりも著しく早期に発生

するか、又は金額が大幅に異なる場

合には、財務諸表利用者が当該リス

クの範囲を評価できるようにするた

め、その旨を開示するとともに定量

的情報を追加することが提案されて

いる。

さらに、企業が流動性リスク管理

の一環として保有している金融資産

の満期分析についても必要に応じて

開示することが提案されている。

改訂案は2009年第１四半期に最終

化されることが予定されており

（2009年２月10日現在）、適用は2009

年７月１日以降開始する会計年度か

ら行われる予定である。早期適用が

認められる予定である。

IASBでは、米国での公正価値測

定の規定であるFASB基準書第157号

に対する意見を集め、現在、包括的

なガイダンスの策定に向けて審議を

続けている。現状では、FASB基準

書第157号で採用されている公正価

値を出口価格とすること、市場参加

者の視点を入れること等、主要な考

え方を採用することがIASBで暫定

的に合意されている。2009年第１四

半期に公開草案が出されることが予

定されており、2010年上半期に最終

化されることが計画されている

（2009年２月10日現在）。

また、サブプライム問題に端を発

する金融市場の混乱が契機となり、

一部の商品で流動性が著しく低下し、

市場で値がつかないような状況にお

いて、どのように公正価値を考える

べきかが論点となっている。2008年

４月に金融安定化フォーラムより市

場が活発ではない場合の公正価値測

定に関するガイダンスの作成の提言

がなされた。これを受けてIASBで

は2008年５月に専門家アドバイザリー･

パネル（ExpertAdvisoryGroup）を

組織し、同年10月31日にパネルは最

終レポートを公表した�。レポート

では、公正価値測定の目的は、測定

日における、市場参加者が行う通常

の秩序ある取引での価格を算定する

ことであり、この目的は金融危機の

状況でも不変であることが明記され

た。さらに、活発ではない市場での

取引価格は決定要因ではない可能性

はあるものの、評価技法を使用する

場合でも測定日において市場参加者

が考慮する信用リスクや流動性リス
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クは考慮しなければならないことも

明らかにされている。活発な市場で

の価格がある場合にはそれを使用し、

活発ではない場合で評価技法を使用

する場合であっても、できるだけ市

場で観察可能なインプットを用いる

という公正価値ヒエラルキーを覆す

ものではないことが確認されている。

金融商品に関する会計・開示基準

は、コンバージェンスやアドプション

に向けて、会計基準間の差異が多く、

多くの修正が必要な分野の１つであ

ると考えられる。加えて、金融商品

に関する開示は、その内容が拡大傾

向にある。経営陣がどのように金融

商品に関連するリスクをコントロー

ルしているのか、公正価値の評価方

法はどのような内容なのか、評価方

法の信頼性のレベルに基づく公正価

値の定量的開示、経営陣に報告され

る内部情報をベースとしたリスクの

定量的開示、また定量的情報が経営

陣に報告されていない場合でも一定

のリスクの定量的開示が要求される

など、記載内容は増大していく傾向

にある。財務諸表作成者に求められ

るのは更なる説明能力の強化であり、

監査人にはそれを監査し意見を表明

するという難しい課題があると考え

られる。

〈注〉

ⅰ 保険会社は、特定の事項を除き、

IFRS第７号で要求されるリスク

の性質と程度に関する開示を行わ

なければならない（IFRS第４号39

項�）。

ⅱ 2009年１月１日以降開始する会

計年度から適用となるIAS第１号

（改訂版）において、財務諸表の

構成要素が一部変更された。貸借

対照表が財政状態計算書へ、損益

計算書が包括利益計算書へと変更

されている。この改訂に併せて

2008年版IFRSに含まれるIFRS第

７号の記述も一部変更されている。

このため、本稿中はIAS第１号

（改訂版）で使用されている名称

に統一している。

ⅲ 同上。

ⅳ 金融商品の認識の中止の要件は

IAS第39号15項から37項に規定さ

れている。日本基準における財務

構成要素アプローチとは異なり、

リスク経済価値アプローチを基本

とするが、判断がつかない場合に

は継続的関与を検討するというア

プローチを採っている。

ⅴ IAS第39号では、減損損失を認

識して直接減額した金融商品につ

いても、その後実効利息法を適用

し、受取利息を認識することとし

ている（IAS第39号AG93）。

ⅵ 金融商品に対して公正価値オプ

ションを適用して、FVTPL区分

に指定することができるが、IAS

39号ではどのような場合に公正価

値オプションを適用できるかにつ

いて要件を定めている（IAS第39

号９項、11A項、12項）。

ⅶ 現金又は他の金融資産で純額決

済されるローン・コミットメント

は、デリバティブとして会計処理

される（IAS第39号４項）。

ⅷ VaR（ValueatRisk）とは、市

場の変動等に基づき、今後の一定

期間において特定の確率で、ある

金融商品に生じる損失の推計値で

ある。リスク管理ツールとして金

融機関などでは使用されている。

ⅸ 日本基準では「公正価値」では

なく、「時価」を使用しているが、

混乱を避けるために、本稿では

「公正価値」で統一的に使用して

いる。

ⅹ IASBが2008年10月13日に公表

した「金融資産の分類の変更－

IAS第39号『金融商品：認識及び

測定』及びIFRS第７号『金融商

品：開示』の改訂」。

� IASBが2008年10月に公表した

公開草案「IFRS第７号の改訂：

金融商品の開示の改善」。コメン

ト締切りは2008年12月15日であっ

た。

� 最終パネル・リポート（Meas-

uringanddisclosingthefairvalue

offinancialinstrumentsinmarkets

thatarenolongeractive）はIASB

のウェブサイトから入手可能であ

る。
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